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
要旨
 近年、日本では、経済の低迷、少子高齢化に伴う労働人口の減少、東日本大震災からの復興
といった様々な課題解決のために、女性の力に期待が高まっており、より一層の社会進出が必
要とされている。
 多様な選択肢があるなか、自ら起業し、自分のやりたい仕事を形にしょうとして起業活動を
行う女性が大勢おり、彼女たちの起業活動が目立って来ている。そして、身近な課題を解決し
ようとするコミュニティビジネスやソーシャルビジネスが多様な形で生まれてきていることも
女性起業の機会増大に寄与している。
 ただし一方で、女性起業家は、男性に比べて知識・ノウハウの習得の機会や、人的ネットワ
ークを形成する機会が少なく、また、起業したものの、育児・家事・介護等の事情により、事
業継続が難しい状況にあり、男性に比べて廃業につながりやすくなっているといわれている。
このため、ソーシャルビジネス領域での女性の起業や新規事業の創出に資する中間支援は、こ
れからの重要な課題だと考えられる。しかし、日本ではソーシャルビジネスにおける女性起業
の現状を明らかにする研究やソーシャルビジネスにおける女性起業に焦点を絞った中間支援に
ついての研究調査は多くはない。
 本研究では、女性の起業活動に、その中でも特にソーシャルビジネスにおける女性の起業活
動に焦点を当て、文献調査や実態調査を通し、女性が起業する上での課題と女性が起業するこ
とのメリットを明らかにする。そして、中間支援が女性起業における課題を解決するとともに、
メリットを活かすなど重要な役割を果たすことを検証し、起業段階別に重要な中間支援の内容
を明らかにする。

キーワード：ソーシャルビジネスコミュニティビジネス中間支援女性起業 
 
 
Abstract 
Recently, in order to solve various problems such as economic downturn, shrinking labor 
force due to the aging population, the reconstruction from the Great East Japan 
Earthquake, in Japan, there is an increasing expectation on the power of women, there is a 
need for further social advancement. 
Among the working women especially entrepreneurs themselves and entrepreneurial 
activities of women trying to shape the work which want to do in the social business is 
getting conspicuous. However, there are many challenges when female entrepreneurs in 
the social business, intermediary supports will be needed. And Intermediary supports are 
essential for the development of female’s entrepreneurship in the social business. 
In this thesis clarify the issues and benefits of female entrepreneur in the social business. 
Verify that the Intermediary supports can solve the problems in female entrepreneur, to 
reveal the important contents of intermediary supports at different entrepreneurs stages. 
 
Key words : social business, community business, intermediary ,female entrepreneur   
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第一章 序章

1.問題意識・背景
 近年、日本では、経済の低迷、少子高齢化に伴う労
働人口の減少、東日本大震災からの復興といった社会
情勢の変化から、新たなサービス等の要求が次々と生
まれてきている。例えば高齢化に伴う介護や支援、女
性の社会進出に伴う子育て支援、身障者の社会参加を
サポートするシステム、さらに引きこもりや学級崩壊、
学力低下という子供を巡る諸問題の対応、地域環境問
題解決の適度な対応など、社会情勢の急速な変化を背
景にして多くの要求が生まれてきている。
 このように、新たなニーズが生まれた時、地域の住
民が、自らあるいは協力して、主体的にこれらの課題
を解決していくと言う事業活動、つまり、「コミュニ
ティビジネス」、「ソーシャルビジネス」が出現して
いる。
一方で、女性の社会進出が多くなっている現在、日本
経済活性化のため女性の力に期待が高まっており、より
一層の社会進出が必要とされている。多様な選択肢があ
るなか、自ら起業し、自分のやりたい仕事を形にしょう
として起業活動を行う女性が大勢おり、彼女たちの起業
活動が目立って来ている。そして、地域社会の身近な課
題を解決しようとするコミュニティビジネスやソーシ
ャルビジネスが多様な形で生まれてきていることも女
性起業の機会増大に寄与している。
しかし、女性は起業しビジネスを始めたものの、男性
に比べて知識・ノウハウの習得の機会や、人的ネットワ
ークを形成する機会が少なく、また、起業したものの、
育児・家事・介護等の事情により、事業継続が難しい状
況にあり、男性に比べて廃業につながりやすくなってい
るといわれている。このためソーシャルビジネス領域で
の女性の起業や新規事業の創出に資する支援（直接支援
よりも細かいところまで行き届く中間支援）は、必要で
あり、かつ重要な課題だと考えられる。
女性経営者・起業家に関する研究は2000年前後から増
え、彼女たちの現状、社会的地位や背景要因の変化など
について一定の研究成果が蓄積されつつある。また、こ
うした女性経営者の創業の動機を論ずるものもある。女
性に焦点をあてたNPO活動に関する実態調査も行われて
いる。1しかし、日本ではソーシャルビジネスにおける女
性起業の現状を明らかにする研究やソーシャルビジネ
スにおける女性起業に焦点を絞った中間支援について
の研究調査はあまり多く行われてはいない。

2.研究目的
 本研究では、女性の起業活動に、その中でも特にソ
ーシャルビジネスにおける女性の起業活動に焦点を当
て、女性が起業する上で存在する課題と女性が起業す
ることのメリットを明らかにする。そして、中間支援
が女性起業家越えなければならない課題を解決すると
ともに、メリットを活かすなど非常に重要な役割を果
たすことを検証し、起業段階別に重要な中間支援の内
容を明らかにする。これは、また、現在女性が置かれ
た社会的位置を逆照射することにもなるだろう。
 最後に、経済大国である中国の動向も視野に入れな
がら、本研究で得られた知見の中で、急激に変化しつ
つある中国経済社会においても重要となると考えられ
るいくつかの点を挙げることとする。

3.研究方法（研究対象、内容、方法） 
（1）文献・調査報告書などにより、女性起業とそれに
対する支援の現状と課題を把握する。
（2）ソーシャルやコミュニティ領域での女性起業に対
し、ヒト、モノ、カネ、ノウハウなどの経営資源に関
するサポートを行う中間支援組織に焦点を当て、イン
タビュー調査を行う。そこで、中間支援の必要性とそ
の内容を検証する。
（3）（2）の結果をもとに、静岡県内で、実際に中間支
援を受けて起業に至った個人や団体を対象にアンケー
ト調査を行い、女性が起業することのアドバンテージ
や課題、中間支援の起業段階別の有効性を検証する。



                                                       
1NPO法人に対する調査としては、内閣府国民生活局（2004）、
労働政策研究・研修機構（2004）、NPO 法人スタッフに対す
る調査としては、内山直人編（2002）、東京都産業労働局・
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   ソーシャルビジネス 
 
第二章 ソーシャルビジネスと中間支援組織
の概念、特徴

2.1.ソーシャルビジネス

 近年、日本では、事業を通じて社会的課題の解決に
取り組む、ソーシャルビジネスやコミュニティビジネ
スが持続可能な経済社会の新たな担い手として注目を
集めている。いずれも、近年になって、新しく登場し
た概念であり、その呼称も国際的に統一化されてはい
ない。本論文で言うソーシャルビジネスは、以下で言
うコミュニティビジネスを含む。

2.1.1ソーシャルビジネスの概念
 地域社会においては、環境保護、高齢者・障害者の介
護・福祉から、子育て支援、まちづくり、観光等に至る
まで、多種多様な社会課題の解決に向けて、住民、NPO、
企業など、様々な主体が協力しながらビジネスの手法を
活用して取り組むのが、ソーシャルビジネスと言われる。
2 
 経済産業省では、2007 年度からソーシャルビジネス
あるいはコミュニティビジネス支援に向けた課題を探
るために、ソーシャルビジネス研究会を発足させてい
る。「ソーシャルビジネス研究会」では、以下の３つ
の要件を満たす事業を「ソーシャルビジネス」として
捉えている。
• 社会性:現在解決が求められる社会的課題に取り組
むことを事業活動のミッションとすること。
• 事業性:１のミッションをビジネスの形に表し、継
続的に事業活動を進めていくこと。
• 革新性:新しい社会的商品・サービスや、それを提
供するための仕組を開発すること。また、その活動
が社会に広がることを通して、新しい社会的価値を
創出すること。

2.1.2コミュニティビジネスの概念
 コミュニティビジネスは、地域の課題解決を通じて
                                                       
2経済産業省の「ソーシャルビジネス研究会」を参考として
いる。そして、数多くの中間支援組織のホームページや出版
物などでもとらわれている。 
地域住民の生活の向上に資するのはもちろんのこと、
地域住民の繋がりを通じてコミュニティを再構築し、
また、「事業」ということから多少であれ雇用機会の
創出等の経済効果も有し、結果として地域を元気にす
るものである。3ただし、コミュニティビジネスについ
ての厳格な定義は存在しておらず、様々に解釈されて
いるのが現状である。
 コミュニティビジネスは、組織形態や事業分野が多岐
にわたるため定義付けが難しいが、これまで文献等で紹
介されている特徴のうち主な共通点としては①地域住
民が主体である②利益の最大化を目的としない③コミ
ュニティの抱える課題や住民のニーズに応えるため
財・サービスを提供する④地域住民の働く場所を提供
する⑤継続的な事業または事業体である⑥行政から人
的、資金的に独立した存在である、等が挙げられる。
 コミュニティビジネスとソーシャルビジネスは、どち
らも事業者法人格は株式会社、合同会社、特定非営利活
動法人、一般財団法人、一般社団法人、任意団体などが
あり、業種、事業内容など同じで、見た目は似ており、
その活動の姿も同じように見えることが多いが、その概
念は異なる事業である。それは、ソーシャルビジネスが
社会的課題の解決を目的としているのに対して、コミュ
ニティビジネスは地域の問題の発生を防いだり、発生時
に自然に解決の方向へ向かっていったりするコミュニ
ティをつくることが目的としているからである。        







2.1.3日本におけるコミュニティビジネスの考え方
 日本においてコミュニティビジネスという言葉が使
われ始めたのは 1994 年頃からと言われている4が、そ
れ以前から、コミュニティビジネスという認識はない
                                                       
3特定非営利活動法人コミュニティビジネスサポートセンタ
ー（CBS）などを参考。 
4細内信孝『コミュニティビジネス』中央大学出版部、1999
年や中小企業白書」2004 年版など多くの文献・調査による。 
コミュニティ
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ものの、同様の活動を行う事業体は存在していた。1995
年 1 月の阪神・淡路大震災の発生を契機として、地域
コミュニティの重要性に対する認識が深まり、さらに、
1998 年 12 月に施行された特定非営利活動促進法によ
り非営利組織の法人格取得が容易になったことも追い
風となり、日本においてもコミュニティビジネスはそ
の存在感を増してきた。高齢化が進む中、地域内での
自分の居場所を確保することが重要となっており、そ
の受け皿としてもコミュニティビジネスは重要な役割
を担っている。
 一方で、日本でコミュニティビジネスという概念は、
細内信孝(1999)の著書のタイトルとして、初めて登場
した。彼によれば、コミュニティビジネスという用語
は、欧州から発祥したとされる。その定義について、
「市民が良い意味で企業的経営感覚をもち、生活者意
識と市民意識のもとに活動する市民主体の地域事業」
とし、「地域コミュニティ内の問題解決と生活の質の向
上を目指す地域コミュニティの元気づくりを、ビジネ
スを通じて実現すること」としている。また、彼は、
企業とボランティア活動の中間領域のビジネスだと位
置づけている5。そして、その特徴は、①市民主体の地
域密着ビジネスであること、②地域コミュニティのサ
イズにあった規模があり、必ずしも利益追求を第一の
目的としない適正規模、適正利益のビジネスであるこ
と、③営利追求ビジネスとボランティア活動との中間
であること、④世界的な視野のもとに自分達の情報を
オープンにし、地域で活動を起こすことに集約するこ
とができる6。上述した定義によると、コミュニティビ
ジネスの活動は、地域を重視する傾向があるが、その
一方で、世界も視野に入れたビジネスと捉えることも
できる。
 また、藤江俊彦(2002)は、地域社会の公益に貢献す
る市民事業という意味でコミュニティビジネスという
言葉を用いている。そして、その定義として、「利益は
得るが、その追求を至上の使命とせず、あくまでも地
域を活性化し、市民の便益を供することを第一の目的
                                                       
5細内信孝『コミュニティビジネス』中央大学出版部、1999
年、13 頁 
6細内信孝『コミュニティビジネス』中央大学出版部、1999
年、54 頁 
とする事業」であると規定している7。また、地域の社
会的課題の解決を目的とした継続的な活動は、コミュ
ニティビジネスの担い手になりうると述べている。
 さらに、金子郁容(2003)は、コミュニティビジネス
とは、「コミュニティに基盤をおき、社会的課題を解決
するための活動」であると規定している。そして、金
子は、このようなコミュニティビジネスの特徴として、
次の 5点、すなわち、①ミッション性、②非営利追求
性、③継続的成果、④自発的参加、⑤非経済的動機を
挙げている8。このような内容から、①②③は、組織に
ついての特徴であり、④⑤は、その組織に参加する個
人に関するものである。さらに、彼は、コミュニティ
ビジネスと NPO が活躍する分野は、重なり合うことが
多い分野であると指摘し、その担い手は、NPO、株式会
社、有限会社など様々であり、社会企業家も重要な担
い手であると指摘している。また、金子は、著書にお
いて「特に事業型 NPO に注目する」という記述もある
ため、基本的には、NPO という視点から、コミュニテ
ィビジネスを捉えているように考えられる。
 次いで、政府刊行物による、代表的な定義を取り上
げることとする。まず、『国民生活白書』(2000)では、
コミュニティビジネスを、「地域社会のニーズを満たす
財・サービスの提供などを有償方式により担う事業で、
利益の最大化を目的とするのではなく、生活者の立場
に立ち、様々な形で地域の利益の増大を目的とする事
業」と、規定している9。
 また、2004 年版の『中小企業白書』では「従来の行
政(公共部門)と民間営利企業の枠組みだけでは解決で
きない、地域問題へのきめ細やかな対応を地域住民が
主体となって行う事業である。社会貢献性の高い事業
であると同時に、ビジネスとしての継続性も重視され
る点で、いわゆるボランティアとは異なる性格を持っ
ている」とされており、その具体的な特徴として以下
の 6項目が目安として挙げられている。①地域住民が
主体、②利益の最大化を求めない、③コミュニティの
                                                       
7藤江俊彦『コミュニティビジネス戦略地域市民のベンチャ
ー事業』第一法規、2002 年、70-77 頁参照 
8本間正明・金子郁容・山内直人・大沢真知子・玄田有史『コ
ミュニティビジネスの時代―NPO が変える産業・社会、そし
て個人』岩波書店、2003 年、22-23 頁参照。
9内閣府『国民生活白書』内閣府、2000 年の注 22 より。
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抱える課題や住民のニーズに応えるために財・サービ
スを提供、④地域住民の働く場を提供する、⑤継続的
な事業または事業体である、⑥行政から人的、資金的
に独立した存在である(ただし、1~6 のすべての条件
を満足していなければコミュニティビジネスと呼べな
いというわけではない)
 
表－１ コミュニティビジネスの定義
注：表に書かれている出典元より筆者作成
 
 さらに、経済産業省では、「市民が中心となって、地
域が抱える課題を、ビジネスとして継続的に取り組む
ことにより、地域の問題を解決し、新たな雇用を創り
だして、地域を活性化する事業」としている10。そし
て、経済産業省の関東経済産業局は、コミュニティビ
ジネスとは、「地域の課題を市民が主体的に、ビジネス
の手法を用いて解決する取り組み」であると規定して
いる11。
 関東経済産業局では、コミュニティビジネスの重要
性に着目し、いち早くその支援に取り組むこととし、
局内に担当部局を設けるとともに、民間のコミュニテ
ィビジネスの有志をもって「広域関東圏コミュニティ
ビジネス推進協議会」を発足させ、各種情報提供や啓
発活動、或いはコミュニティビジネス関係者の集いを
企画実施する他、いくつかのモデル事業支援やコミュ
ニティビジネスの実施に役立つ調査研究を行っている。

2.1.4ソーシャルビジネスの特徴
 ソーシャルビジネスは,地域住民を主体として,地
域資源を最大限に活用しながら,地域貢献を目的とす
るビジネスのこと言い、法人格や資格を示すものでは
ない。
 ソーシャルビジネスの対象とする分野に特定の制限
があるわけではなく、このビジネスを担う主体も個人、
任意団体、NPO 法人、組合、有限会社（2006 年 5 月 1
日の会社法施行以前に有限会社法に基づいて設立され
た会社）、株式会社、合同会社（2006 年の新会社法に
基づく新しい会社形態）等が考えられるが、NPO 法人
に関しては「特定非営利活動促進法」(NPO 法)で規定
している 20 分野に限定されることになる。
 （株）日本総合研究所が2003年に、都道府県、市区町
村、商工会・商工会議所、公益法人等が挙げたソーシャ
ルビジネスと認識される3,124団体及び、特定非営利活
動促進法に基づく特定非営利活動法人（以下、NPO法人
とする）を加えた合計16,655団体に対し、実施した「社
会的起業家の実態に関する調査」によると、ソーシャル
ビジネス組織形態の約8割がNPO法人であり、任意団体
（個人企業を含む）も多く、わずかに株式会社や有限会
社も存在する。（図̶１）
 事業分野を見ると、最も多く挙げられているのは「高
齢者福祉」と「障害者福祉」である。こうした分野はソ
                                                       
10経済産業省のホームページより http://www.meti.go.jp/
11関東経済産業局、http://www.kanto.meti.go.jp/ 
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
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地域社会のニーズを満たす財・サー
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担う事業で、利益の最大化を目的と
するのではなく、生活者の立場に立
ち、様々な形で地域の利益の増大を
目的とする事業

経済産業省
市民が中心となって、地域が抱える
課題を、ビジネスとして継続的に取
り組むことにより、地域の問題を解
決し、新たな雇用を創りだして、地
域を活性化する事業
経済産業省の
関東経済産業
局
地域の課題を市民が主体的に、ビジ
ネスの手法を用いて解決する取り組
み

中小企業庁
1 地域住民が主体である、2利益の最
大化を目的としない、3コミュニティ
の抱える課題や住民のニーズに応え
るため財・サービスを提供する、4地
域住民の働く場所を提供する、5継続
的な事業または事業体である、6行政
から人的、資金的に独立した存在で
ある
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ーシャルビジネスの活躍分野として知られているが、そ
の他にも「地域内交流活性化」、「教育」や、近年のイン
ターネットの普及を受け、「情報交流促進」の分野を手
がける団体も多い。具体的にどのような事業を行ってい
るのかを見ると、2000年の介護保険制度の導入以降市場
が右肩上がりで拡大している「介護サービス」をはじめ、
「情報の発信」、「イベントの企画」、「技術・知識の習得
支援」、「生活支援サービス」等地域に密着した事業を多
岐にわたって行っている。（図－２）

2.1.5ソーシャルビジネスの事業領域
 ソーシャルビジネスが取り上げる事業の領域は、商店
街の活性化だけにとどまらず、福祉や介護、資源や環境
の保護・リサイクル、子育て、文化・スポーツ、地域物
産等の加工・販売、まちづくり、外食、宿泊、まち興し
のための各種イベントなど多岐にわたる。これらの中に
は、女性の感性を活かすことが地域社会の活性化に結び
つくと思われるものが数多く含まれている。

 表－２ ソーシャルビジネスの事業領域
 注：NPO コミュニティビジネスサポートセンターのホームページ
内容を基に、筆者が作成

 生活の中で培われる感性は女性に固有に存在するも
のであり、今後その資質をビジネスに活かす局面が著し
く増えるであろう。生活に密着したなかから生まれる感
性でいうと、「衣・食・住」の分野がきわめて重要だが、
とりわけ21世紀には女性の活躍にあらゆる分野におい
て大きな期待が寄せられている。
 女性の感性を活かす余地が多いうえ社会的な意義が
大きい分野として、ソーシャルビジネスがある。

2.2.中間支援組織

 コミュニティビジネスは、地域社会を舞台として地
域住民が主体となって地域の資源を活用して地域の活
性化を図るという公益的なミッションを持つと同時に、
事業継続性を確保する上で収支均衡を保つ必要がある。
そのため、コミュニティビジネスへの効果的な起業支
援、経営支援などの中間支援が求められる。

2.2.1中間支援組織の概念
 中間支援組織とは、個人、活動団体、NPO 等、市民
が自主的・自発的に行っている公益的な活動の活性化、
地域社会の復興などを目的として、活動の相談・情報
収集発信などを通して、活動に関わる方々を仲介し、
支援する組織のことであり、インターミディアリー
（intermediary）とも呼ばれる。
 中間支援組織については、様々なとらえ方があり、
必ずしも明確に規定された定義があるわけではないが、
地域のまちづくりセンター的役割を担っており、その
多くは、自らも NPO であるため、「NPO をサポートす
る NPO」と説明されることもあり、「NPO センター」「NPO
サポートセンター」として、NPO の事業相談窓口を行
っているケースが多い。
 本研究では、中間支援組織を「地域社会や市民個人、
市民活動団体、NPO などの変化ニーズを把握し、ヒト、
モノ、カネ、情報などの資源提供者と NPO を仲介する
組織、また、広い意味で、各種サービスの需要と供給
をコーディネートする組織」と定義する。

2.2.2中間支援組織の機能
 日本では、現在、多くの NPO 活動は発展の段階であ
事業領域 具体的な事業内容
まちづくり 伝統文化・歴史資源の活用、商店街振興
ものづくり 地域特産品の開発・製造・販売、コミュニティレストラン
保健・福祉 高齢者・障害者のための介護サービス、福祉移送サービス、配食サービス
環境 ゴミ処理、リサイクル、再生エネルギー発電、堆肥づくり
生活支援 子育て支援、一時保育、宅配サービス
就業支援 シニア・障害者雇用、技能取得
IT パソコン教室、地域ポータルサイト
農業 産地直売市場、果物・野菜づくり
観光・交流 観光案内、観光ホームページ、土産物
行政委託 駐車場・駐輪場管理、公共施設の管理
中間支援 コンサルティング、補助・助成
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るため、中間支援組織の役割は NPO 法人の設立・起業
支援などのサポートが中心となっている。中間支援組
織の基本機能としては、情報収集・提供機能、仲介機
能、人材育成機能、ネットワーク・コーディネート機
能、相談・コンサルティング機能、調査研究機能・政
策提言機能、活動支援・助成機能などがある。
①情報収集・提供機能
 組織12の抱える課題を解決するために必要となる各
種情報を提供する機能であり、中間支援組織の役割の
中で最も基本的な機能とも言える。 
 市民(団体)、行政及び民間企業等のあらゆる市民活
動支援に関する情報収集を行い、情報の集約拠点とし
ての役割を果たす。なお、その収集した情報について
は、ホームページの開設や情報誌の発行等により発信
し、常に市民等に提供する機能を果たす。また、全国
各地で活動している団体の会議等に寄せられる情報を
集約し、地域内で活動している団体に提供する。NPO
法人の育成が課題となっている現段階では、特に NPO
法人からの支援ニーズは高く、これからも中間支援組
織に求められる重要な機能である。
②仲介機能
 NPO が活動に当たって必要となる資金、人材をはじ
めとする資源について、その提供者と需要者である組
織を結びつける機能である。組織のニーズを把握して
いる中間支援組織が資金や人材、活動に必要となる情
報を提供する支援者と該組織を仲介する役割を果たす
ものである。
③人材育成機能   
 組織が自立するために必要となる組織運営、資金確
保などに対応できる NPO 法人の人材を育成する機能で
ある。市民活動に関わっている人達に対して、研修及
び学習の場の機会を作り、人材を養成していく機能で
ある。また、こうした研修・セミナーの機会等を通じ
て、個人、団体、地域との交流の場を作る機能を果た
す。
④ネットワーク・コーディネート機能
 地域や社旗の課題を効果的に解決していくためには、
個々の NPO 組織が有する資源を結びつけたり、解決方
                                                       
12ここで言う組織とは、個人、任意団体、NPO 法人、組合、
会社などソーシャルビジネスの担い手を示す。
法を調整したりすることが必要となる。中間支援組織
は、地域課題の解決と団体同士の相互扶助、レベルア
ップを目的に、地域内の多種多様な団体間の横の繋が
りを持たせるといったネットワーク構築の機能を果た
す。
⑤相談・コンサルティング機能
 団体の設立支援や自立のための資金確保、税制など
の運営課題へのアドバイス、マネジメントに関する支
援、弁護士、税理士など専門家の紹介、起業相談から
経営相談、金融相談などがある。そして、相談機能が
他団体とのつなぎ役などの機能にもつながる。
⑥政策提言機能
 社会的課題について市民活動の立場から、行政を含
む公共的な社会全般に対し、直接的に発信していく機
能であり、中間支援の存在をアピールすることができ
る。
⑦活動支援・助成機能
 中間支援組織は、NPO 立ち上げやステップアップを
支援するため、情報提供や相談業務のほか、専門家派
遣、資金助成、事務局代行などの機能を持つ。

2.2.3中間支援
 本論文で言う中間支援は、中間支援組織が女性の起
業活動に対しヒト、モノ、カネ、ノウハウ等の経営資
源に関するサポートを行う有効な手段である。
「人」による支援→専門家の派遣、人材育成等
「モノ」による支援→ 場所や設備等の提供
「カネ」による支援→立ち上げ資金の提供、資金調達
に関する助言・指導
「ノウハウ」による支援→ 組織が継続するために必
要となるマネジメントなどの専門知識


第三章 女性起業の現状と課題

3.1.女性起業の背景

 女性の社会的、経済的役割はこの半世紀余りの間に
大きく変貌している。
 第２世界大戦直後の日本において、法の下の平等な
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ど基本的な人権を認めた日本国憲法の制定をはじめ、
参政権の確立、民法改正による家制度の改革、男女共
学化などさまざまな制度的な改革が行なわれ、戦後日
本社会の枠組みが形作られた。その後、1960 年ごろか
らの高度経済成長の時期に都市化、雇用者化が進展し、
核家族を基本として男性稼ぎ主・女性専業主婦型の家
庭が増加した。
 一方、70 年代半ばに国際的には国連主導による世界
女性会議の開催や差別撤廃条約の採択があり、女性の
人権に対する関心が高まるとともに、女性の政策決定
への参画が図られた。また家族人数の縮小、家事の省
力化により女性たちの自由裁量時間は増大し、教育水
準は上がり専門的職業につく女性が増えた。さらに高
度経済成長の後半から労働需要の伸びに応えるために
子育て後の女性も職場に進出するようになった。
 女性たちの社会での役割は、家業を支え多くの子を
産み育てる母親から専業主婦・教育ママへ、そして第
３次産業の専門職を中心とした雇用者へと大きく変わ
った。同時に長寿化少子化が進み女性の人生が変わっ
ただけでなく、社会の基本的なあり方も変わった。13
 日本で、「男女雇用機会均等法（1986 年）」などが
実施されて以来、社会で働く女性の総数が増加し続け
ている。2010 年の雇用者数は、女性は 2,329 万人とな
り、前年に比べ 18 万人増加し(前年比 0.8%増)、過去
最多となった。雇用者総数に占める女性の割合は過去
最高の 42.6%(前年比 0.3%ポイント上昇)となり、3 年
連続の上昇となった(図－３)。また、働く女性が増え続
けており、女性の経済における貢献度が大きくなって
いる。この 10 年間で男性の生み出した経済的価値は４
兆円減ったが、女性のほうは６兆円増加したと言う。14
 働く女性が増えて来た背景には、言うまでもなく女
性が外で働くことに対する意識の変化がある。内閣府
の「男女共同参画に関する世論調査」では、女性が働
くことに対する意識が変化し、「夫は外で働き、妻は
家庭を守る」という考え方に対する賛否で以前と比べ
て反対が多くなっている。
 女性の社会参加が積極化する中、少子高齢化による
                                                       
13坂東真理子著『日本の女性政策：男女共同参画社会と少子
化対策のゆくえ』2009 年 10 月、P1
14小峰隆夫『女性が変える日本経済』2008 年 11 月、P43
生産年齢人口の将来的な減少は、別の側面からも女性
のより一層の社会進出を必要としてきている。女性の
力を活かすことこそが、日本経済活性化の鍵を握ると
考えられる。したがって、女性の力が日本経済を変え
ていくことは必然的な方向であり、かつ日本経済にと
っても望ましいことである。そして、女性の力を活か
していくことは、日本経済にとって「必要なこと」で
あり、「よいこと」であり、「積極的に推進すべきこと」
である。
 女性の社会進出には多様な選択肢がある中、自ら起
業し、自分のやりたい仕事を形にしようとして起業活
動を行う女性が大勢おり、彼女たちの起業活動が目立
って来ている。その背景には、依然として日本の多く
の企業などの会社組織では、まだ十分に女性の活躍の
場がなく、その能力を生かしきれていないということ
がある。能力のある女性は旧態依然とした組織で働く
ことよりも自ら、あるいは同志をつのって起業するこ
とを選ぶことも多い。その一方、身近にある多種多様
な課題の解決に向けるコミュニティビジネスが多様な
形で生まれてきていることも女性起業の機会増大に寄
与している。

3.２.日本の女性起業の実態

3.2.1女性起業の現状
 ここ数年、女性起業が注目されてきており、女性起業
の現状については、女性の社会進出に伴い、その実態を
明らかにする著作が次々に出版され、調査もかなり多く
実施されている。代表的なものとしては、国際交流基金
編著『女の起業が世界を変える』、岩崎由美子・宮城道
子編『成功する農村女性起業一仕事・地域・自分づくり』、
山崎康弘『女性起業家』、起業家支援ネット監修『起業
物語一20人の起業家たち・それぞれの選択』、佐藤史郎
『女性の起業が成功する秘訣』などがある。
 これらの既往研究や著作では、共通して次のようなこ
とが述べられている。「ここ数年、女性たちへの支援の
必要性もますます重視されるようになっている」。「女性
が企業をつくりはじめている。女性が自分の持っている
各種の経験(キャリア、個人的な来歴、趣味や交際の広
がりなど)や感性を生かして企業をつくり、その経営者
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になっている人びとが増加している」。「自ら起業し、自
分のやりたい仕事を形にしょうと望む女性が目立って
きた。彼女たちは女性向けの起業塾を訪れ、事業計画を
練って独立にチャレンジしている」など、このように注
目されてきている女性起業こそは経済活性化のカギで
あると思われる。
 しかし、女性起業家は、男性に比べて知識・ノウハウ
の習得の機会や人的ネットワークを形成する機会が少
なく、また、起業したものの、育児、家事、介護等の事
情など女性であることの阻害要因やビジネスを創出す
る上での問題点のため、事業継続が難しい状況にあり、
男性に比べて廃業につながりやすくなっていることが
経済産業の調査報告書などによって明らかになってい
る。
そのほか、女性の起業に焦点を当てた調査として、産
業研究所『女性のビジネス創出の条件整備等に関する調
査研究』（2004年2月）、経済産業省『男女共同参画社会
研究会~女性の自己雇用に関する研究会~報告』(2004
年6月)、女性と仕事の未来館15『能力発揮事業・起業セ
ミナー受講者に対するフォローアップ調査結果報告』
(2010年3月)、経済産業省『22年度女性起業家実態調査』
（2011年３月）、厚生労働省『平成22年版 働く女性の
実状』(2011年5月)などがあり、日本の女性の起業の実
状を明らかにしている。
 以上の研究調査によって明らかになっているように、
女性が起業する際には資金調達困難、経営に関する知
識・ノウハウ不足、事業に必要な専門知識の不足、家
事・育児・介護との両立の困難など越えなければなら
ない課題が多く存在しており、主な要因として、以下
の「社会文化的な要因」「経済面の要因」が挙げられる。
社会文化的な要因として、「女性による起業に対する
偏見が存在する」、「仕事・家庭の両立の困難がある」
などがあり、経済面の要因として、「女性起業に対す金
融機関の貸し渋りの存在」が考えられる。  
 そこで、女性たちがその力を発揮できるように、女
性の起業活動に対し、個人や組織への中間支援を含む
あらゆる支援が必要とされる。

                                                       
15「女性と仕事の未来館」は 2011 年３月 31 日に閉館し、4
月 1日から「女性就業支援センター」となっている。
3.2.2ソーシャルビジネスにおける女性起業
 日本は、既に「子どもと労働年齢層が減少し、高齢
者が増える」と言う人口減少時代に入った。このまま
では、社会全体の中で働き手の割合が低下する。そう
した人口減少・少子高齢化の状況において、労働参加
率を上げることが重要であり、外国の状況と比較して、
日本の女性の労働参加率にはまだまだ上昇の余地があ
ると考えられる。言い換えると、日本の人口減少・少
子高齢化社会の様々な問題を克服していけるかどうか
は女性が鍵を握っているということになる。
 様々なビジネスの可能性がある中、女性にとっては、
コミュニティやソーシャルの領域で企業を立ち上げる
方がほかのビジネスに比べて近道であり、女性の強み
を発揮できるのではないかと言われている。近年の日
本では、実際に、保健・医療・福祉、社会教育、まち
づくり、観光、農産業などソーシャルの領域で活躍し
ている女性の起業活動は増加傾向にあり、働く女性の
中でも起業し自立を目指す女性の起業活動が注目を集
めている。
 文献や調査報告書から見ても、教育サービス、社会
扶助、看護・介護など「ヘルスケア、教育サービス」
など典型的なソーシャルビジネス領域での女性起業の
割合の方が高いことが分かる16。一方で、女性ならで
はの感性や視点を活かした事業を開業することで、従
来になかった新たな財やサービスを市場に提供できる
可能性があると考えられ、女性の力に期待が高まりつ
つある。

3.2.3既往調査から見た女性起業の現状と課題
 この部分では、以上で述べた既往研究・調査から女性
起業の現状と課題をまとめることとする。
 日本が今後迎える本格的な人口減少・少子高齢化社
会において、女性の役割はますます重要となる。そし
て、これまで以上に働く女性、特に、コミュニティや
ソーシャルの領域で起業し自立を目指す女性は必要と
されるようになる。
 しかし、女性のソーシャルビジネス領域での起業活
動において資金、ノウハウをはじめ多くの障害が存在
                                                       
16経済産業省『平成 22年度女性起業家実態調査』（2011 年 3
月）
静岡文化芸術大学大学院 
文化政策研究科 
巴克 佐日古麗 Zuoriguli BAKE 
10 
 
する。このため、女性の起業や新規事業の創出に資す
る中間支援を含むあらゆる支援は、これからの重要な
課題だと考えられる。
 女性の起業活動に支援することのプラスは、起業し
た女性本人にとってのみならず、社会全体にとっても
大きいため、女性たちがその力を十分に発揮できるよ
うに、あらゆる支援を充実する必要がある。女性起業
に非常に重要となる中間支援を充実することなどが求
められる。
 女性の起業活動によって新しいビジネスや雇用が生
み出され、その結果として経済成長や産業構造の転換が
期待される。つまり、国家経済を活性化するのに重要で
あり、これまで以上には必要とされるようになるため、
女性の起業や新規事業の創出に対し行政関連部門、NPO
中間支援組織、起業・産業施設など様々な担い手が支援
活動を行なっている。そして、女性が起業する時のサポ
ートや支援は、「受けた支援」より「欲しかった支援」
の割合が高く、ニーズがまだまだ満たされていないこと
が現状である。

3.3.女性起業支援の現状と課題

3.3.1女性起業支援の現状
 日本では男女とも対象となっている一般的なベンチ
ャー支援策には様々なものが用意されているが、女性の
起業支援に特化した法律や政策、支援策はほとんどない。
（表̶３）女性起業の公的支援組織として、中小企業庁
をはじめ、経済産業省、厚生労働省、商工会・商工会議
所、男女共同参画センターなど多くの支援組織がある。
 女性の起業支援に特化した法律や政策、支援策はほと
んどない一方で、女性起業を目的の中に含む公的支援組
織・団体が多く存在している。そして、これらの公的支
援を改め、組織基盤強化のリーダーとなる人材の育成、
事業団体の自立につながる「中間支援組織」が数多く存
在し、市民セクターの力量を強化する重要な役割を果た
している。




表̶４ 女性起業の公的支援
注：支援組織欄にある経済産業省、厚生労働省、男女共同参画センタ
ー、中小企業庁など支援組織のホームページより、筆者作成
 
 しかし、中間支援組織が起業者の性別を意識せずに
支援活動を行っているのが現状であり、女性ならでは
の課題や支援ニーズを十分に把握していないため、支
援ニーズのミスマッチが存在し、ソーシャルビジネス
  支援
組織 支援内容

 経
 済
 産
 業
 省
• 「起業する際に必要な情報やノウハウの不足
や起業して間もない経営者に対する支援が不
十分である」と指摘し、平成 19 年度に「起業
支援ネットワーク環境整備事業」を開始
• 全国の起業に向けた活動を行っている者や起
業して間もない者、起業支援者が参加し、起業
する際に必要な情報や経営資源を調達できる
ネットワーク「起業支援ネットワーク NICe」
を構築
• 全国の商工会・商工会議所において、創業に必
要な実践的能力を習得するための「創業塾」等
を開催
厚生労
働省
• 女性のための起業マニュアルの作成等女性起
業家の支援施策
• 女性の起業を支援する情報サービスを総合的
に提供するサイト（ネット＆コミュニティ研究
所に委託）
商・会
工商議
会工所
経営コンサルタント、中小企業診断士、創業体
験者による講義など
商連
工合
会会
• 起業基礎知識、組織設立方法運営、経営ノウハ
ウ、事業計画づくりなど
• 事業を成功させている女性起業家を顕彰し奨
励・支援することを目的とする「女性起業家大
賞」
公
庫
金
融
政
策
日
本 女性、若者／シニア起業家支援資金
DBJ
女
性
起
業
サ
ポ
䤀
ト
セ
ン
タ
䤀
䥹
日
本
政
策
投
資
銀
行
䥺
女性新ビジネスプランコンペテーションに加
え、意欲ある女性の起業活動に対し、資金・ネ
ットワーク・起業ノウハウなどの総合的なサポ
ート
セ
ン
タ
䤀
男
女
共
同
参
画
• 女性のチャレンジを支援するための情報提供
• 女性のチャレンジを支援するための学習機会
の提供や相談の実施
• 商工業における女性の起業家の育成・支援
• 女性のエンパワーメントのための情報の収
集・整理・提供

中
小
企
業
庁
• 創業やベンチャー起業の円滑な事業活動を、資
金調達、情報提供など
• ガイドブックや出版物の出版
• 起業・ベンチャーのためにマッチングの場の提
供（ビジネスマッチングの場、資金調達や販路
開拓に向けたマッチングの場）
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での女性起業に対する支援が不十分であるとも考えら
れる。そして、それを第四章の実態調査を通し、検証
することとする。

3.3.2女性起業中間支援への期待
 ソーシャルビジネスにおける女性起業に対し、中間
支援組織は以上で述べたように非常に需要な役割を果
たしている。中間支援は、新たな企業の創出を促進し、
地域経済の発展を図るため産業振興政策、雇用対策と
して期待されるだけではなく、ソーシャルビジネス領
域での女性起業にとっても期待されている。
 ソーシャルビジネスにおける女性の起業活動への中
間支援に、雇用の創出はもとより、生きがい創造、創
業活性化、地域の経済自立促進、地域問題へのきめ細
かい、柔軟な対応など効果があると考えられている。
本研究のアンケート調査結果と合わせながら、中間支
援の機能がソーシャルビジネス領域での女性起業に
重要な役割を果たしており、期待されていることを明
らかにする。
 ソーシャルビジネス領域での女性の起業活動におい
て、以下の中間支援が有効であり、必要とされる。
①情報提供支援̶̶中間支援組織の最も基本的な機能で
あり、女性の起業活動に関するヒト、モノ、カネ、ス
キル・ノウハウの情報など起業に対し、そして事業を
継続させるのに不可欠な支援である。
 アンケート調査17でも明らかになっており、中間支
援組織に今後期待する支援の中、約５割（47.32％）が
「ヒト、モノ、カネに関する情報提供」（人材、市場、
技術に関する情報、資金調達に関する情報の収集提供）
をあげている。
②資源や技術の仲介̶̶女性の起業活動に当たって必要
となる資金、人材をはじめとする資源について、その
提供者と需要者である組織を結びつける。例えば、専
門知識、経営知識が乏しいと考えられる女性に対し、
起業準備をはじめ、事業計画、資金調達に関する専門
家、スキルアップの講習会・セミナーの講師紹介、資
金調達先の紹介などが挙げられる。
 アンケート調査で明らかになっており、中間支援組
                                                       
17ここの 3.3.2.で言うアンケート調査は、本研究の実態調
査の部分で行なったアンケート調査のことを言う。
織に今後期待する支援の中、約９割（90.12％）が資金
や技術の仲介に関する「資金調達支援」「経営・技術・
法務などの専門的支援」「スキルアップや講習会の機会
提供」などあげている。
③人材育成支援̶̶女性がソーシャルビジネスを立ち
上げ、その事業を継続させていくために必要となる組
織運営、資金確保などに対応できる人材を育成させる
支援である。例えば、女性起業者のためのセミナー、
講習会など
 アンケート調査により、中間支援組織に今後期待す
る支援の中、約５割（47.25％）が「人材育成、起業家
教育支援」、「起業に関する知識・ノウハウの提供」を
あげている。
④ネットワーク・コーディネート̶̶課題解決やレベル
アップを目的に、起業家や支援者など同じような立場
の人との交流・マッチング、異業種間の交流会やイベ
ントなどを通し、地域内の多種多様な団体間の横の繋
がりを持たせることである。
 アンケート調査により、中間支援組織に今後期待す
る支援の中、約６割（58.79％）が「同じような立場の
人との交流支援」をあげている。
⑤相談・コンサルティング̶̶団体の設立支援や自立の
ための資金確保、税制などの専門分野や運営課題への
アドバイス、起業相談から経営相談、金融相談などが
ある。そして、相談・コンサルティングの中間支援が
他団体とのつなぎ役などの機能にもつながる。
 アンケート調査により、中間支援組織に今後期待す
る支援の中、約１割（9.62％）が「起業準備、事業計
画に関する相談窓口やセミナー」を希望している。
アンケート調査を踏まえた結果、ソーシャルビジネス
領域での女性起業活動において、中間支援の重要な役
割が期待されていることが分かる。

 
第四章 実態調査

4.1.実態調査の視点

 本研究の第二、第三章の以上の部分において、女性
起業、女性起業支援の現状と課題を把握し、ソーシャ
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ルビジネスにおける女性起業に中間支援が期待される
ことなどを述べた。
 これらを踏まえて、ソーシャルビジネスにおける女
性起業の現状を把握し、女性起業の段階別に中間支援
の有効性を明らかにするため、実態調査を行うことと
する。

表－５ 先行研究と本研究の目的

 中小企業庁などの関連調査によると、女性の起業活動
は、依然として開業率が廃業率を下回るのは現状である
が、少子高齢化が進行する中、継続的な経済成長を果た
                                                       
18中小企業庁『中小企業白書2008年版』(2008) 
19産業研究所「女性のビジネス創出の条件整備等に関する調
査研究」（2004 年 2月）
20同上。そして、経済産業省「平成 22年度女性起業家実態調
査」（2011 年３月）、厚生労働省「平成 22年版 働く女性の
実情」（2011）など 
していくためには、潜在的能力を有する女性たちの労働
市場への参加が期待されており、女性の起業活動が目立
ちつつある。
 まずは、女性の起業活動に焦点を当て、女性起業の課
題を明らかにした、そして、女性が起業することの不利
な点などを明らかにした文献、調査は第一章の１で述べ
たように数多く存在している。有力の代表的なものとし
て、産業研究所『女性のビジネス創出の条件整備等に関
する調査研究』（2004年2月）、経済産業省「平成22年度
女性起業家実態調査」（2011年３月）、厚生労働省「平成
22年版 働く女性の実情」（2011）などがある。
これらの文献・調査の共通点としては、女性のビジネ
スを創出する上での課題として、①資金力不足 ②人材
育成・組織力の不足 ③社会的な信用度の低さ ④事業
計画の甘さ ⑤ビジネス意識の欠如 ⑥経営スキルの
不足が挙げられている。また、女性であることの阻害要
因として ①資金調達の選択肢の少なさ ②女性が働
くことの周囲への無理解 ③家事・育児・介護の負担
④スキルアップの機会不足といった点が指摘されてい
る。
 そして、同様に中間支援組織の役割、女性起業家の
支援者に関する研究調査が数多く存在する。しかし、
ソーシャルビジネスでの女性起業に焦点を絞った研究
調査は少ない。
 したがって、本章では、事前調査としてのヒアリン
グ調査プラス「ソーシャルビジネスにおける女性起業
と中間支援」のアンケート調査を通し、まず、ソーシ
ャルビジネスにおける女性起業の現状を把握する。男
女の状況を比較することによって、ソーシャルビジネ
スにおいて男性が起業する場合に比べ、女性がイニシ
アチブを取る方が有利であることの検証を試みる。
 次に、女性の起業活動を三段階に分け、中間支援が
女性起業において重要な役割を果たしており、課題解
決に有効であることを検証するとともに、起業段階別
に重要な中間支援の内容が異なると考え、それを明ら
かにする。
 そして、女性が起業する場合と、男性がする場合の
中間支援が大いに異なると言う前提で、男女別にソー
シャルの領域での起業に必要となる中間支援の内容を
比較し、明確にする。
研 究 目
的、研究
方法
先行研究 本研究で明らかにしたいこと

女性が起
業する上
での課題
（先行文
献、調査
報告書）
女性の開業率が廃業率を
下回る18。
女性のビジネスを創出す
る上での問題点として①
資金力不足②人材育成・
組織力の不足③社会的な
信用度の低さ④事業計画
の甘さ⑤ビジネス意識の
欠如⑥経営スキルの不足
などが挙げられている19。
ソーシャルビジ
ネスの領域に限
定し、女性起業
の課題を明らか
にする
女性が起
業するこ
と の 利
点、不利
な点
（先行研
究、調査
報告書＋
実 態 調
査）
女性であることの阻害要
因として①資金調達の選
択肢の少なさ②女性が働
くことの周囲への無理解
③家事・育児・介護の負
担④スキルアップの機会
不足などが挙げられてい
る20。
女性であること
の阻害要因を把
握した上、女性
が起業すること
のメリットなど
を根拠づける


中間支援
の重要性
とその起
業段階別
の内容
（実態調
査）


中間支援組織の役割
女性起業家の支援者に関
する研究調査

女性のソーシャ
ルビジネスでの
起業にとって中
間支援の役割が
重要な役割を果
たす
起業段階別に重
要な中間支援の
内容を明らかに
する
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
4.2.ヒアリング調査（事前調査）

調査目的： 
文献調査を基に、女性起業に対する中間支援の現状、
特徴、課題などをもっと把握し、ソーシャルビジネス
における女性起業と中間支援に関するアンケート調査
票の作成を目的とする。
 調査対象： 
日本で幅広く支援活動を行っている、そして活動経験
の豊富な特定非営利活動法人コミュニティ・サポート
センター神戸と特定非営利活動法人 宝塚 NPO セン
ター、そして、アンケート調査を実施した静岡県の
ふじのくにNPOセンターをヒアリング調査の対象と
する。
 調査内容：
（１）女性起業に対し、提供した中間支援の内容、男 
性が起業する場合への支援との違い
（２）ソーシャルビジネス領域での起業活動の特徴
（３）提供した支援が効果的だったか
（４）起業にあたって女性がリーダーシップを持つ利
点や障害
 調査時間：2012 年 5 月 10 日~11 日、6月下旬
調査対象組織の概要について：ヒアリング対象と
なる三団体は多くの既存の論文で捉えられているため、
本研究では、ヒアリング対象組織の組織目的、事業内
容など組織の概要は略すこととする。そして、それら
の共通するものを取り上げることとする。
【ヒアリング調査より考察】
女性がソーシャルビジネスで起業することの利
点としては、ソーシャルビジネスの領域は生活にもっ
と近い分野とし、生活感の強い女性にとって強みであ
る、女性だからこそ女性を理解でき、女性の社会進出
に貢献できる、男性と違う視点で市場をとらえること
ができる、そして、女性を引っ張っていく力があり、
日本の女性陣の労働力を増やすことが出来るなど、女
性ならではの利点がある。
ソーシャルビジネス領域での女性起業中間支援の
特徴としては、ベンチャー、サラリーマン、個人事
業主、主婦、学生などの様々な相談者がいるなか、
主婦（特にシニア層の女性）の起業活動への支援の
割合が増えつつある。女性の起業はあらゆる分野に
わたっているが、特徴としては、医療・福祉、子育
て、農林・水産業、教育、学習支援などの分野が圧倒
的に多いという現状である。
ソーシャルビジネスで起業する女性起業家から求
められる中間支援の内容としては、法人設立の手続き
など支援、起業準備、事業計画、資金調達に関する助
言・指導、事務所や店舗など「場」の提供、人材、市
場、技術に関する情報の収集・提供、各種セミナー・
講習会、交流・マッチング、異業種交流会やイベント
などが多いことが分かった。
 ヒアリング対象の中間支援組織が提供した中間支援
の支援効果については、セミナーや講習会などにより
知識・ノウハウを身につけたため、継続的営業ができ
るようになった、広範な人脈・ネットワークづくりに
役に立った、そして、中間支援組織を仲介にしている
ため質の高い人材が確保でき、社会的信用も高くなっ
たのではないかなどが考えられる。しかし、これらは
中間支援を提供する側からのことであって、実際に
中間支援を受けた側も同じ考えなのかはアンケー
ト調査により検証することとする。

4.3．アンケート調査

 調査目的： 
本調査では、女性起業の支援者について、誰が、どの
ように支援し、その支援がどのような効用をもたらし
たのかを明らかにする。そして、女性起業家や起業を
志す女性のニーズや期待される中間支援を考察する。
 調査対象： 
静岡県内で、社会的課題の解決を目指し、起業し、ヒ
ト、モノ、カネ、ノウハウなどの経営資源に関する中
間支援を受けている／受けた起業家。（比較のため、本
調査は男性起業家を含む）
 アンケート調査対象のサンプリング方法は、①県レ
ベル、主要な都市レベルのアクセスにより把握したコ
ミュニティビジネス或はソーシャルビジネスであろう
と思われる組織・団体、②女性がリーダーシップをと
って起業に至っている、③県或は市あるいは民間のな
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んらかの中間支援を受けている／受けた組織・団体・
個人、と言う条件で絞り込んだものである。

4.3.1.静岡県をアンケート対象とする理由
 女性起業における中間支援といった課題は全国で共
通するものであるが、本研究では物理的、時間的に検
証可能な範囲として、静岡文化芸術大学のある静岡県
を対象として実態調査を行うこととした。
 静岡県単独の調査結果のみでは、決して十分とは言
えないものの、本研究の全国の状況の中での位置づけ
を明確にし、今後の同様の研究の拡大発展のきっかけ
ともなるように、対象とした静岡県の全国の中での特
徴や、特に率先して取り上げるべき背景となる社会経
済的状況について、概要を以下に記述する。
 ①静岡県の企業が製造業を中心に衰退している。そ
して、県内での企業倒産件数は、東部・中部が高く、
西部が低いと言う状況で経営環境は激変している。輸
出型製造業が多く集積する西部地域はこの悪影響が多
く、県内景気の本格的な回復が遅れれば、今後も倒産
件数の増加が懸念される。（図̶４）
 そこで、旧態依然とした組織に就職だけではなく起
業する事が大切となり、地域経済の活性化、地域の雇
用創出、地域環境の向上など様々な方面で期待されて
いる。
 ②女性の労働力率は、全国の女性の労働力率より高
いことが静岡県の特徴である。女性の労働力率は、全
国同様に 30 代前半で下がり 30 代後半から上昇する M
字を描くが、静岡の女性労働力率はほぼ全ての年齢層
で全国の女性労働力率を上回っている。（図̶５）
 ③女性の有業率は全国第３位である。総務省「平成
19 年就業構造基本調査」により、静岡県女性の有業率
は 53.3％であり、全国の 48.8％を上回り、第３位とな
っている。
 女性の労働力率、女性の有業率が全国の平均値を上
回る静岡県は、厳しい経済状況であり、多くの企業が
衰退し続けているのが現状である。その中、女性の労
働力率、女性の有業率を男性並みに上げることが必要
とされつつある。そして、平均値より高めの県の方が
施行しやすいとも考えられる。

4.3.2.質問紙調査の概要
 調査内容：
（１）起業者：起業動機・きっかけ、起業にあたって
女性がリーダーシップを持つ利点など
（２）組織：経営形態、起業分野、起業に当たる課題
など
（３）起業支援：起業準備段階、起業時点、起業後の
三段階別に、起業に当たってサポートしてくれた支援
者；支援の内容、そして、支援の効果など
 調査方法： 
一部調査票の送付・回収ともに郵送、一部は送信・回
収ともにインターネットメール送信。アンケートは無
記名
 調査時点：2012 年 9 月 21 日~10 月 23 日
 回収率：24％（配布 275 枚、回収 66 通）有効回答数
は 59
 ふじのくに NPO センター（所轄庁静岡県の NPO 法人
リスト）や浜松市市民協働センター（まちづくり関係
団体リスト）、ふじのくに NPO センターなどのホームペ
ージのリンクで挙げられた関連組織リストから 290 団
体にアンケートを配布した。回収したアンケートの中、
６通は宛先不明、７通は回答内容が不明確なため集計
から外した。（アンケート質問紙を添付資料②とし、
論文の最後に添付することとする。）

4.3.3.アンケート調査集計結果の概要
【アンケート調査以外の部分の図表は、図表①とし、アンケ
ート調査に関する図表は、図表②とする。】

（１）回答者性別（図－１）
アンケート回答者 59 人で、女性が 35 人（59.3％）
で、男性が 24 人（40.7％）を占める。

（２）回答者の年齢層（図̶２）
30歳代が5.1％、40歳代が13.6％、50歳代が13.6％、
60 歳代以上が 67.8％を占める。




静岡文化芸術大学大学院 
文化政策研究科 
巴克 佐日古麗 Zuoriguli BAKE 
15 
 
＜表－１ 性別と年齢＞


年齢 合計
30
歳
代
40
歳
代
50
歳
代
60 歳代
以上 
性別 男 0 2 2 20 24
女 3 6 6 20 35
合計 3 8 8 40 59

（３）最終学歴（図－３）
 短期大学、専門学校卒業者は各約１割、高校卒業者
は 2.5 割、大学卒業者が４割以上で、その他が全て大
学院卒業約１割を占める。
【考察】アンケート調査分析の母数として、59 サン
プルという数は決して多くはない。しかし、そもそも
県内で近年中にソーシャルビジネスと関連分野で起業
に至った例の数自体が 300 ケース弱しか捕捉できず、
回収率も一般的な社会調査としては妥当なものである。
アンケート回答者の構成は「60 歳代以上」が最も多
く、「30 歳代」5.1%(全女性)、「40 歳代」と「50 歳代」
の回答者数は全く同じで 13.6%(女性 10.2％、男性
3.4％)だった。「60 歳代以上」が全体の 7 割弱を占め
ている。
 これらの回答から、男女別に特に特徴が見られない
が、ソーシャルビジネスは、「活動の主体が従来型の企
業社会における雇用対象ではない地域社会の担い手で
ある地域の主婦や高齢者、早期退職者など地域の住民
である」と言う特徴をみることができる。
（４）事業経営形態（表̶２）             
 回答者の事業経営形態は、NPO 法人 81.36％、会社
11.66％、そして、残りのその他（個人事業など）は
6.78％となっている。
＜表－２ 事業の経営形態＞
【考察】ソーシャルビジネス組織形態の約8割がNPO
法人であるというのはソーシャルビジネスの特徴であ
る。（第２章、2.1.4.）
ソーシャルビジネスの分野の起業例であることか
ら、NPO 法人の数がほとんどであることは当然のこと
と言える。
（５）起業分野（図－４）
 起業分野について質問したところ、「医療、福祉」の
回答者が 42.1％（うち女性 31.6％、男性 10.5％）と
一番多かった。次いで「その他」（まちづくりなど）の
28.1％（男女各半分）、「教育、学習支援事業」の 21.1％
（女性 15.8％、男性 5.3％）であった。
【考察】この数値より、一般的に考えられているよ
うに福祉や子育ての分野で女性の起業の優位性が発揮
されていることが分かる。

（６）事業規模（表－３）
 事業規模につては、「100 万円未満」、「100 万~500
万円未満」、「500 万~1,000 万円未満」、「1,000 万~
5,000 万円未満」は約 7割強を占めており、「5,000 万
~１億円未満」が約２割弱、そして、「１億円以上」の
規模を持つ事業者は約１割を占める。

＜表－３ 年間の事業規模 2011 男女別＞

2011 年度の年間の事業規模はどのぐら
いですか？
合
計
100
万
円
未
満
100
万
-500
万円
未満
500
万
-1,0
00 万
円未
満
1,00
0 万
-5,0
00 万
円未
満
5,00
0 万
円-1
億円
未満
1 億
円以
上


女
度数 3 6 4 10 7 2 32
総和の% 5.5
%
10.9
%
7.3% 18.2
%
12.7
%
3.6% 58.
2%

男
度数 7 6 2 2 2 4 23
総和の% 12.
7%
10.9
%
3.6% 3.6% 3.6% 7.3% 41.
8%
合
計
度数 10 12 6 12 9 6 55
総和の% 18.
2%
21.8
%
10.9
%
21.8
%
16.4
%
10.9
%
100
.0%

【考察】本論文で言うソーシャルビジネスの特徴の一
つとなる、事業規模については、「地域の中で顔の見え
る関係」が前提となり、自分の出来る身近なことから
始め、等身大で事業を展開していくという特徴が現れ
ている。

事業の経営形態
合計
会社（株式、
有限、合同）
NPO 法
人 その他
性別 男 3 18 3 24
女 4 29 1 34
合計 7 47 4 58
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 総合的に見ると、男性の「１億円以上」の規模を持
つ事業者が女性の２倍あること以外、女性の事業規模
も男性の場合より大きく、順調に事業を継続させてい
ることが想像できる。

（７）起業資金（表̶４）
 起業資金の調達源を尋ねたところ、アンケート回答
者 59 人のうち 53 人は回答しており、回答が最も多い
「自己資金」を選んだのは 31 人（うち 17 の女性、14
の男性）、そして、２人（女性）が「知人から借りた」
と回答し、20 人（うち女性 13、男性 7）の回答者が「会
費、寄付金、委託金などその他の資金源」と答えてい
る。 全体として自己資金の比率が高いという結果で
あった。

（８）スタッフの総数（図－5）
 １人で事業を継続させている組織もあれば、事業活
動スタッフの人数は 100 人を超える団体もある。ほと
んどの団体のスタッフの人数は少なく開業から日の浅
いソーシャルビジネスの特徴を表している。

（９）ボランティア活動経験、自発的な活動への関
心、起業の社会的意義と収益性のバランス（表̶4、5、
6）
【考察】男女別に見ると、女性はボランティア活動
への参加経験も圧倒的に多く、自発的な活動への関心
も強いことを示している。
 ソーシャルビジネスの取り組むテーマは、地域が抱
える課題や住民ニーズ、つまり、地域の身近な課題で
あり、活動形態もボランティア活動とは異なり、赤字
を出さない程度の最低限の利益を生み出し、事業とし
て成立させることを重視している。ソーシャルビジネ
スの行動価値基準も営利第一ではなく、地域社会のた
めになる事業を通じて、意義や意味を追求していくこ
とにある。
 しかしながら、たとえ営利のビジネスであっても、
起業の志としてはなにかしら社会の役に立ちたいとい
う理念は必要である。また、営利、非営利を問わず、
現場でのボランティア活動は、ビジネスの運営上重要
なオン・ザ・ジョッブ・トレーニングとなっているこ
とが分かる。
 本アンケート調査で、女性のボランティア活動への
参加経験と自発的な活動の関心度からは、ソーシャル
の領域は女性にとって起業の近道であり、女性はソー
シャルの領域での起業に向いているとも考えられる。

（10）女性起業に関する回答
 まず、アンケート回答票の中から、ソーシャルビジ
ネスにおける女性起業に最も関連する質問として、「＜
１＞問７.起業に当たって女性がリーダーシプを持つ
利点は何だと思いますか。（複数回答）」という項目に
ついては、回答 57 人の内 39 人（女性 20、男性 19）の
「男性と違う視点で市場をとらえることができる」と
いう回答が一番多く、回答者の 68.4％を占める。次に
多いのは「顧客に対しきめ細かな対応ができる」の回
答で、回答者 21 人（女性 14、男性 7）36.8％、「事業
内容や組織変更に対し、柔軟に対応することができる」
の回答者 17 人（女性 16、男性１）29.8％となってい
る。（表－7）
 その他、自由回答には、「生活にもっと近い分野は、
生活感の強い女性にとって強みである」、「女性だから
こそ女性を理解でき、女性の社会進出に貢献できる」、
「女性を引っ張っていく力があり、日本の女性陣の労
働力を増やすことが出来る」などの回答もあった。
【考察】ソーシャルビジネスは地域が抱える問題を、
ビジネスとして継続的に取り組むことにより、地域の
問題を解決し、地域を元気にする事業であるため、ソ
ーシャルビジネスの取り組む分野はどれも身近な領域
＜表－４ 起業資金 男女別＞

起業資金はどこから調達しました
か？
合計自己資金
知人から借
り入れたた
その他の
資金源

女
回答数 17 2 13 32
総 和
の%
32.1% 3.8% 24.5% 60.4
%

男
回答数 14 0 7 21
総 和
の%
26.4% .0% 13.2% 39.6
%
合
計
回答数 31 2 20 53
総 和
の%
58.5% 3.8% 37.7% 100.
0%
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であり、生活感の強い女性にとっては起業の近道であ
り、成功しやすく、そして、事業活動を継続出来やす
い分野であることがわかる。
 次に、「＜１＞問 8.女性が起業することにあたって
不利な点は何だと思いますか。（複数回答）」という質
問項目については、「特にあると思わない、人により出
来る人は出来る、特に女性だから不利なことがあると
思わない」などの回答者 7人に対し、83 人は「女性が
起業するにあたって不利なことがある」と回答してい
る。予想通りに「家庭での負担が大きい」という回答
が最も多く、回答者の 61.4％（女性２０人、男性 15
人）を占める。ついで、「資金調達が困難」および「専
門知識、経営知識が乏しい」という回答がそれぞれ
26.3％、24.6％と続いている。その他、「人脈が乏しい」
という回答者が 11 人（女性 6、男性５）で、19.3％と
なっている。（表－8）
【考察】女性起業発展の障害として、「仕事・家庭
の両立の困難」という社会的な要因の影響が最も強い
ことが明確に示された。そして、現在、世の中では社
会的に活躍する女性が増えているにもかかわらず、融
資をはじめとする資金調達の世界での女性に対する信
用度はまだ低いことが分かる。そのため、中間支援組
織を通して社会的信用度を高めるという方法が考えら
れ、中間支援の効果が期待できる。
 そして、「＜２＞問６.起業にあたって最も困難だっ
たのはどのようなことですか（複数回答）」という質問
項目については、回答者 57 人のうち 14 人（女性９人、
男性５人）が「特に困難はなかった」と回答している
ことに対し、困難があったと言う回答者 43 人（うち女
性 24 人、男性 19 人）の中、「質の高い人材の不足」、
「予算（資金の不足）」、「経営ノウハウや専門知識の不
足」の順に多く、約 55.2％（女性 30.3％、男性 24.9
５）となっている。（表－9）

（11）中間支援についての回答
 本アンケート調査で、女性の起業に対する支援者・
協力者、支援内容、支援効果については、起業活動を
「起業準備段階」、「起業時点」、「起業後」と３段階に
分け質問項目を設定した。
＜支援者の有無について＞ （表̶10）
支援者の有無については、約 9割強の人（うち女性
59.8%、男性 31.3%）が「支援してもらった（もらって
いる）」と回答した。（図－６）

あり
91.1
%(女性
59.8％、
男性31.3%
)　　　　
無し
8.9%
＜図－６　支援者の有無＞

 次に、「支援者あり」と答えた人に対し、起業の
段階別に、どういう組織／人が支援者だったかを聞い
たところ、以下のような回答結果となった。
 起業の段階別でみると、9割弱（46 人、うち女性 28
人、男性 18 人）が起業準備段階で支援を受けたと回答
した。起業時点で支援を受けた（受けている）人は 8
割強（43 人、うち女性 27 人、男性 16 人）で、起業後
に支援を受けた（受けている）人も９割弱（47 人、う
ち女性 32 人、男性 15 人）を占めている。
 具体的に支援者について尋ねたところ、どの段階で
も「県市町村行政の関連窓口」と回答した人が最も多
く４割弱を占めている。準備段階で 5割（うち女性３
割、男性２割）、起業時点で 6割（うち女性約４割、男
性２割）、起業後は 6割強（うち女性４割強、男性２約
割）となっている。次に多いのは、「NPO などの中間支
援組織」との回答で 2.5 割を占める。段階別にみると、
準備段階で４割強（うち女性男性各２割）、起業時点で
約４割（うち女性男性各２割）、起業後は３割強（うち
女性約３割、男性１割以下）となっている。
【考察】段階別に調査を行った背景として、行政の
窓口は準備段階には役に立っても、実際の起業やその
後の支援においては、マネジメントの経験のある NPO
などによる中間支援の方が有効なのではないかという
仮説を置いた。しかし、実際の結果としては全ての段
階で最も重要な支援は行政の窓口という結果となった。
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少なくとも静岡県においては、行政の関連窓口の起業
支援はかなり順調にいっていることがうかがえる。
（12）支援内容について （表̶11）
起業準備段階
 起業の準備段階において、「法人設立の手続きなどへ
の支援」という回答が最も多く、４割弱の人が選んで
いる。次いで、「起業準備、事業計画に関する助言・指
導」が 3割弱、「資金調達に関する助言・指導などの支
援」が１割強であった。
起業時点
 起業時点での中間支援については、準備段階と同じ
く「法人設立の手続きなど」、「起業準備、事業計画に
関する助言・指導」、「資金調達に関する助言・指導な
どの支援」の順となっている。
「法人設立の手続きなど」を受けた人が最も多く、約
3割となっている。次いで、「起業準備、事業計画に関
する助言・指導」という回答で、２割強、「資金調達に
関する助言・指導などの支援」という回答が１割強と
なっている。
起業後
 起業後の支援内容については、受けた支援内容の多
い順が前２段階と明らかに違っており、「資金調達に関
する助言・指導などの支援」という回答がもっと多く、
回答者の約 3割を占めている。次いで、「同じような立
場の人との交流・マッチング；異業種交流会やイベン
ト」、「事業計画、「場」の提供など」、「各種セミナー・
講習会」の順となった。

（13）支援効果について（表－12）
 起業することにあたって支援を受けたと言う人に対
し、受けた支援の効果について尋ねたところ、以下の
ような結果がでた。
起業準備段階
 準備段階の支援効果として最も多いのは、「マネジメ
ント能力が向上した，知識・ノウハウを身につけ、継
続的営業できるようになった」という回答で、37.5％
であった。次いで、「精神的負担が軽減された」、「広範
な人脈・ネットワークづくりに役に立った」、「人材の
募集・採用がしやすくなった，質の高い人材確保でき
た」、「社会的信用が高くなった」の順となっている。
起業時点
起業時点での支援効果については、「マネジメント能力
が向上した，知識・ノウハウを身につけ、継続的営業
できるようになった」と「広範な人脈・ネットワーク
づくりに役に立った」という回答が一番多く 41.4％
（女性 27.6％、男性 13.8％）であった。次に多いのは
「社会的信用が高くなった」34.5％（女性 20.7％、男
性 13.8％）である。
起業後
 起業後の支援効果については、「社会的信用が高くな
った」という回答が最も多く 28.8％（女性 20.0％、男
性 8.8％）だった。二番目に多かったのは「広範な人
脈・ネットワークづくりに役に立った」22.5％（女性
16.3％、男性 6.2％）で、次は、「マネジメント能力が
向上した，知識・ノウハウを身につけ、継続的営業で
きるようになった」18.8％（女性 16.3％、男性 2.5％）
である。

（14）今後期待する支援について（表̶13）
 今後も受けたいという支援内容として、全体的に、
「同じような立場の人との交流支援（交流の場の提供、
交流相手などの情報提供）」が一番多く、４割を超える
起業家が期待している。このうち、男性の期待がやや
多くなっている。 そのほか、「資金調達支援」、「経営・
技術・法務などの専門的支援」順となっている。
【考察】中間支援組織のネットワーク・コーディネ
ート、資源や技術の仲介、情報提供、人材育成、相談・
コンサルティングなど中間支援機能がソーシャルビジ
ネスにおける女性の起業に対し、大変重要な役割を果
たしている。第二章の第２の部分で述べたように、ソ
ーシャルビジネス領域での女性起業におけるヒト、モ
ノ、カネ、ノウハウ等の経営資源に関する中間支援効
果的な手段であり、支援効果が明確であるが、急激に
変化している社会のニーズに合うような社会サービス
を行なうために、もっと多くの、もっと本格的な中間
支援が求められる。つまり、中間支援組織の機能がソ
ーシャルビジネスの領域で起業活動を行う女性たちに
大きく期待されている。


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
終章 考察とまとめ

 まず、一般的に考えられているように福祉や子育て
の分野で女性の起業の優位性が発揮されている。女性
の起業分野や事業規模、資金調達源、活動スタッフの
数などの面から、ソーシャルの領域は女性にとって起
業の近道であり、女性はソーシャルの領域での起業に
向いているとも考えられる。そして、ボランティア活
動への参加経験の豊かさと自発的な活動の関心度の高
さからも、女性は最も生活感のあるソーシャルの領域
での起業に向いているとも考えられる。
 次に、ソーシャルビジネスにおける女性の現状につ
いては、男性と比較的に、女性はソーシャルビジネス
で起業する事にあたって、面する課題が多くなってい
る。女性のソーシャルビジネスでの起業にあたる「家
庭での負担が大きい」、「顧客や取引先との対応時の困
難」、「顧客や取引先との対応時の困難」、「専門知識、
経営知識が乏しい」などの問題点が多くあり、女性起
業家は、これらの課題を解決し事業を継続させるため、
多くの支援を求めている。アンケート調査により、女
性起業発展の障害として、「仕事・家庭の両立の困難」
という社会的な要因の影響が最も強いことが明確に示
された。そして、現在、世の中では社会的に活躍する
女性が増えているにもかかわらず、融資をはじめとす
る資金調達の世界での女性に対する信用度はまだ低い
ことが分かる。そのため、中間支援組織を通して社会
的信用度を高めるという方法が考えられ、中間支援の
効果が期待できる。
 ソーシャルビジネスで起業している／しようとして
いる女性が順調に起業し事業を継続させられるように、
多くの部分で行政の関連窓口が役割を果たしているが
NPO などの中間支援組織も重要な役割を担っている。
その他、中間支援の機能を果たしている商工会議所、
起業・産業支援施設、男女共同参画センターなどもソ
ーシャルビジネスでの女性起業に対し数多くの中間支
援を提供しており、事業の継続性、広範な人脈・ネッ
トワークづくり、質の高い人材の確保、社会的信用ア
ップ、などの支援効果を出している。
 以上により、ソーシャルビジネスにおける女性起業
において、中間支援組織が重要で、不可欠な役割を果
たしている。しかし、これらの支援ままだまだ不足し
ており、様々な面で期待を集めているため、今後中間
支援がもっと充実し、女性の起業活動に対しヒト、モ
ノ、カネ、ノウハウ等の経営資源に関するサポートを
行う有効な手段であるだろう。
中国において、今後、確実に進むと考えられること
は、①日本以上のスピードで進む少子高齢化、②市場
経済の定着の中で、女性も起業のチャンスを得ること、
③今はまだ少ないソーシャルビジネス、コミュニティ
ビジネスの分野が重要となること、などがある。特に、
③は経済の改革開放で拡大した社会の格差の是非の面
でその活動の展開が期待される。
今回の研究の中で得られた知見の中でも、次の点が
将来の中国においても重要となると考えられる。
 まず、急激に変化しつつある経済社会では、これま
で以上に働く女性、起業し自立を目指す女性は必要と
されるようになる。
次に、女性の社会進出が多くなり女性起業活動も目
立つ中、地域社会の課題をビジネスの手段で解決しよ
うとするソーシャルビジネス、コミュニティビジネス
の領域での起業が女性にとって近道であり、成功につ
ながりやすい。
そして、女性起業活動は経済活性化の鍵となるため、
女性の力を十分に発揮できるように、女性の起業や新
規事業の創出に資する中間支援を含むあらゆる支援は、
これからの重要な課題だと考えられる。その中、中間
支援が起業の各段階において非常に重要な役割を果す
だろう。
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図表 
◆図表①              

資料：（株）日本総合研究所「社会的起業家の実態に関する調査」（2003 年 12 月により筆者作成）
図－２ コミュニティビジネス事業分野

図－３ 雇用者数及び雇用者総数に占める女性割合の推移




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
表－３ 各国の主な女性起業支援策 
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



図̶４ 県内地域別倒産件数の推移
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


      


                出典：帝国データバンク資料よりしんきん経済研究所作成



図-５ 全国と静岡県の男女別労働力率
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

＜表̶４ ボランティア活動経験 男女別＞

 
             ＜表－５ 自発的な活動への感心 男女別＞

自発的な活動に感心
合計非常に関心がある 関心がある
どちらかというと
関心がある
 女 回答人数 19 12 3 34
総和の% 32.8% 20.7% 5.2% 58.6%
男 回答人数 10 9 5 24
総和の% 17.2% 15.5% 8.6% 41.4%
合計 回答人数 29 21 8 58
総和の%

50.0% 36.2% 13.8% 100.0%


ボランティア活動経験 合計
ある ない 
女 回答人数 32 2 34
総和の% 55.2% 3.4% 58.6%
男 回答人数 23 1 24
総和の% 39.7% 1.7% 41.4%
合計 回答人数 55 3 58
総和の% 94.8% 5.2% 100.0%
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

＜表－６ 起業の社会的意義と収益性のバランス 男女別＞

起業の社会的意義と収益性のバランスについてどのように考えています
か？
合計回答
人数
収益優先 どちらかと言うと収益優先
どちらでもな
い
どちらかと言
うと社会的意
義を優先する
社会的意義を
優先したい 
女 回答人数 0 7 7 14 6 34
総和の% .0% 12.1% 12.1% 24.1% 10.3% 58.6%
男 回答人数 3 8 3 8 2 24
総和の% 5.2% 13.8% 5.2% 13.8% 3.4% 41.4%
合計 回答人数 3 15 10 22 8 58
総和の% 5.2% 25.9% 17.2% 37.9% 13.8% 100.0%
 


＜表̶７ 起業にあたって女性がリーダーシップを持つ利点 男女別＞ 

起業することにあたって女性がリーダーシップを持つ利点は何だと思いま
すか？a
回答者
数合計
女性のニー
ズを上手く
とらえるこ
とができる
男性と違う
視点で市場
をとらえる
ことができ
る
顧客に対し
きめ細かな
対応ができ
る
女性経営者
が少ないの
で覚えても
らいやすい
事業内容や
組織変更に
対し、柔軟
に対応する
ことができ
る
その他

 男 回答人数 9 19 7 2 1 3 24
女 回答人数 6 20 14 0 16 3 33
合計  15 39 21 2 17 6 57
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

＜表̶8 女性の起業にあたって不利な点 男女別＞

女性が起業するにあたって不利な点は何だと思いますか？
合計
資金調達
が困難
顧客や取引
先との対応
時の困難
人脈が乏し
い
専門知識、経
営知識が乏
しい
家庭での負
担が大きい その他
男 回答数 6 1 5 6 15 4 24
女 回答数 9 7 6 8 20 3 33
合計  15 8 11 14 35 7 57
 
 
 
＜表‐９ 起業に当たって最も困難だったこと 男女別＞

起業に当たって最も困難だったこと
合計
失敗した時
のリスクを
考えると事
業開始に踏
み切れなか
ったこと
予算
（資
金）の
不足
経営ノ
ウハウ
や経営
知識、法
律知識
などの
不足
家事育
児など
と仕事
の両立
ができ
ない
信用
や信
頼が
得ら
れな
い
質の
高い
人材
の不
足 
担保
信用
力の
不足
担保信
用力の
不足
必要情
報の不
足 
特にな
かった
人脈が
広がら
ない 
その
他
男 回 答
数
1 12 4 1 1 11 2 0 3 5 3 3 24
女 回 答
数
1 7 14 5 2 10 0 1 5 9 4 1 33
合
計
回 答
数
2 19 18 6 3 21 2 1 8 14 7 4 57
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＜表－10 起業支援者 男女別＞

起業支援者 合計
行政の関連
窓口
男女共同
参画セン
ター
商工会議所
NPO など
の支援組
織
その他の起
業・産業支援
施設
既に起業
している
知人
支援者
いない その他 


男
回答数 35 1 4 23 4 7 16 0 90
起業支援内での割合
(%)
38.0% 20.0% 36.4% 38.3% 28.6% 26.9% 76.2% .0% 


女
回答数 57 4 7 37 10 19 5 7 146
起業支援内での割合
(%)
62.0% 80.0% 63.6% 61.7% 71.4% 73.1% 23.8% 100.0% 
合計 回答数 92 5 11 60 14 26 21 7 236
         


＜表－11 起業支援内容 男女別＞（複数選択）

支援内容
合計
起業準備、
事業計画に
関する助
言・指導；
「場」の提
供
法人設
立の手
続きな
ど
資金調
達に関
する助
言・指
導など
の支援
人材、市
場、技術
に関す
る情報
の収
集・提供
各種
セミ
ナ
ー・
講習
会
同じような
立場の人と
の交流・マ
ッチング；
異業種交流
会やイベン
ト
マネジメ
ントに関
するノウ
ハウ，技
術・経営相
談，ビジネ
ス提案
その他
 男 回答数 18 23 21 3 11 6 5 4 19
合計数に対する割
合(%)
34.6% 44.2% 40.4% 5.8% 21.2
%
11.5% 9.6% 7.7% 36.5%
女 回答数 38 38 27 8 13 18 5 9 33
合計数に対する割
合(%)
73.1% 73.1% 51.9% 15.4% 25.0
%
34.6% 9.6% 17.3% 63.5%
合
計
回答数 56 61 48 11 24 24 10 13 52
合計数に対する割
合(%)
107.7% 117.3% 92.3% 21.2% 46.2
%
46.2% 19.2% 25.0% 100.0%

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
＜表 12 支援効果 男女別＞（複数選択）

今後どのようなサポートがあるといいと思いますか 合計
起業準
備、事業
計画に
関する
相談窓
口やセ
ミナー
起業に
関する
知識・
ノウハ
ウの提
供
人材育
成・起
業家教
育支援
組織設
立など
手続き
支援
経営・技
術・法務な
どの専門
的支援
資金
調達
支援
成功し
た起業
家によ
る助言
や指導
ヒト、モ
ノ、カネ
に関する
情報提供
スキール
アップや
講習会の
機会提供
同じような立
場の人との交
流支援（交流の
場の提供、交流
相手などの情
報提供）
家庭と仕事
の両立を可
能にするサ
ービス・施
設の充実
そ
の
他 
男 回答数 1 3 6 1 6 12 1 7 1 12 3 0 22
女 回答数 4 8 6 2 10 8 2 7 8 10 6 1 29
合計  5 11 12 3 16 20 3 14 9 22 9 1 51


＜表̶13 今後期待する支援 男女別＞（複数選択）

支援効果
合計
マネジメント能
力が向上した，知
識・ノウハウを身
につけ、継続的営
業できるように
なった
人 材 の 募
集・採用が
しやすくな
った，質の
高い人材確
保できた
社会的
信用が
高くな
った
広範な人
脈・ネット
ワークづ
くりに役
に立った
製品やサー
ビスの開発
に役立ち，
販路を拡大
できた
精 神 的
負 担 が
軽 減 さ
れた
経 済 的
負 担 が
軽 減 さ
れた
そ の
他
 男 回答数 12 7 12 11 6 10 3 1 18
合計数に対する割
合(%)
25.0% 14.6% 25.0% 22.9% 12.5% 20.8% 6.3% 2.1% 37.5%
女 回答数 30 9 25 25 2 13 4 0 30
合計数に対する割
合(%)
62.5% 18.8% 52.1% 52.1% 4.2% 27.1% 8.3% .0% 62.5%
合計 回答数 42 16 37 36 8 23 7 1 48
合計数に対する割
合(%)
87.5% 33.3% 77.1% 75.0% 16.7% 47.9% 14.6% 2.1% 100.0%
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! 細内信孝編著（2006）『みんなが主役のコミュニティ・ビジネ
ス』 ぎょうせい
! 財団法人東北産業活性化センター（2000）『コミュニティ・ビ
ジネスの実践』 日本地域社会研究所
! 坂東真理子著（2009）『日本の女性政策：男女共同参画社会と
少子化対策のゆくえ』 ミネルヴァ書房
! 山崎康弘、木越由美子（2002）『女性起業家』 アップフロン
トブックス
! 小峰隆夫（2008）『女性が変える日本経済』 日本経済新聞社
! 上野征洋、根本敏行（2006）『市民力―ソーシャル・マーケテ
ィングのすすめ』 宣伝会議
! 震災復興市民検証研究会編著（2001）『市民社会をつくる―震
後KOBE発アクションプラン』 市民社会推進機構
! 西川芳昭、伊佐淳、松尾匡（2005）『市民参加のまちづくり：
NPO・市民・自治体の取り組みから』 創成社
! 大沢真知子、原田順子（2006）『21世紀の女性と仕事』 国立
印刷局
! 谷本寛治、田尾雅夫（2002）『NPOと事業』 ミネルヴァ書房
! 竹信三恵子（2010）『女性を活用する国、しない国』 岩波書
店
! 塚本一郎・山岸秀雄編著（2008）『ソーシャルエンタープライ
ズ―社会貢献をビジネスにする』 丸善
! 天川晃、高木保興（2011）『市民と社会を考えるために』 放
送大学教育振興会
! 田村真理子（1995）『女性起業家たち―ビジネス社会を変え
るニューパワー』 日本経済新聞社
! 田中弥生（2008a）『NPO新時代市民性創造のために』 明石書
店
! 田中弥生（2008b）『NPO新時代市民性創造のために』 明石書
店
! 田尾雅夫（2001）『ボランタリー組織の経営管理』 有斐閣
! 藤江俊彦（2002）『コミュニティビジネス戦略 地域市民のベ
ンチャー事業』 第一法規
! 徳田賢二、神原理（2011）『市民のためのコミュニティ・ビジ
ネス入門：新たな生きがいプラットホーム作り』 専修大学
出版局
! 非営利組織評価研究会（2008）『日本の未来と市民社会の可能
性』 言論NPO
! 兵庫大学付属総合科学研究所（2006）『参画と協働：理論と実
践』 神戸新聞総合出版センタ ー
! 本間正明（2003）『コミュニティビジネスの時代：NPOが変え
る産業・社会、そして個人』 岩波書店

＜調査報告書・白書＞
! SOHOシンクタンク（2002）『SOHOの白書 開業実態の把握と
支援策のあり方』 同友館
! 「女性のキャリア形成のためのプログラムに関する調査研
究」報告書（2008）『女性のNPO活動の現状と課題―キャリア
支援から地域づくりへ―』 国立女性教育会館
! 経済産業省（2008）『ソーシャルビジネス研究会報告書』
! 国民金融公庫総合研究所編（1995）「女性の開業動機」『新規
                          
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資料
アンケート調査票 



各位                          平成 24 年 00 月 00 日
静岡文化芸術大学 文化政策研究科
文化政策専攻 2年 バケ・ゾリグリ


女性起業と中間支援に関するアンケートのお願い


拝啓 初秋の候、ますます御健勝のこととお喜び申し上げます。
 私は静岡文化芸術大学 文化政策研究科 文化政策専攻２年のバケ・ゾリグリと
申します。私は現在、中間支援を専門とするゼミに所属しており、ソーシャルビジ
ネス領域における女性起業と中間支援について研究を行っております。
 本アンケートは、女性の起業に当たる課題を明らかにすることにより、①起業段
階別に有効な中間支援の内容は異なるかどうか ②女性が起業する場合と男性が起
業する場合はどう異なるかを明らかにし、女性起業家が越えなければならない課題
の解決に向ける中間支援の有効性を検証するものです。そして、本アンケートは中
間支援組織によるサポートを受けた（受けている）方にお配りしています。（本アン
ケートの対象には男性も含みます。）
 このアンケートの集計結果は修士論文（テーマは「ソーシャルビジネスにおける
女性起業と中間支援」）に反映されると同時に、アンケート実施にご協力を頂いたふ
じのくに NPO センターにも報告する予定です。このアンケートは無記名方式であり、
個人または組織が特定されることは一切ありません。
 お忙しいところ誠に申し訳ありませんが、できる限り全ての質問にお答えいただ
ければと思います。

 お手数ではありますが、なにとぞ、ご協力をお願い申し上げます。

敬具

記
 
1. 女性起業と中間支援に関するアンケート

以上


女性起業と中間支援に関するアンケート調査
 
 私は現在、中間支援を専門とするゼミに所属しており、女性起業とそれをサポー
トする中間支援の有効性について調査しています。お手数ですが、アンケートにご
協力お願いします。
文化政策研究科２年 バケ・ゾリグリ
（指導教員：根本敏行）

問１.あなたの性別は         

問２.あなたは何歳ですか？
  ①20 歳代   ②30 歳代   ③40 歳代   ④50 歳代   ⑤60 歳代以上

問３.あなたの最終学歴は


問４.あなたが起業して何年経ちますか？  


問 5.あなたが起業する動機は何ですか？／何でしたか（主なものを２つ以内
でお選びください）
①自分の裁量で仕事をしたかったから  ⑥ 時間的な制限が少ないから
②興味のある分野で仕事をしたいから  ⑦ 社会的地位を獲得したかったから
③自分の技術や知識を活かしたいから  ⑧ 経営者になるのが夢だったから
④仕事を通じて自己実現を目指したいから⑨年齢に関係なく働くことができるから
⑤積極的に社会貢献したかったから 
⑩その他
問 6.あなたが起業するきっかけは何ですか？／何でしたか（主なものを２つ
以内でお選びください）
① 友人・知人の影響⑥ 家族など個人的な事情
② 既に起業している人々の活躍を見て⑦ 退職
③ 中間支援組織のセミナーなど⑧ 老人大学などの市民講座
④ 事件や事故（震災復興など）⑨ 役所や公民館の市民講座
⑤ ボランティア活動への参加
⑩その他
○男性  ○女性 
     年    ヵ月 
○大学卒業  ○短期大学卒業  ○専門学校卒
業 ○高校卒業 ○その他（   ） 
 
＜１＞あなた自身のことについてお尋ねします。当てはまる番号を○で囲む
か、適当な数字を記入してください。
 
静岡文化芸術大学大学院 
文化政策研究科 
巴克 佐日古麗 Zuoriguli BAKE 
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問 7.起業にあたって女性がリーダーシップを持つ利点は何だと思いますか？
（主なものを２つ以内でお選びください）
① 女性のニーズを上手くとらえることができる
② 男性と違う視点で市場をとらえることができる
③ 顧客に対しきめ細かな対応ができる
④ 女性経営者が少ないので覚えてもらいやすい
⑤ 事業内容や組織変更に対し、柔軟に対応することができる
⑥ その他 

問 8.女性が起業するにあたって不利な点は何だと思いますか？（主なものを
２つ以内でお選びください）
① 資金調達が困難
② 顧客や取引先との対応時の困難
③ 人脈が乏しい
④ 専門知識、経営知識が乏しい
⑤ 家庭での負担が大きい
⑥ その他

問 9.ボランティア活動に参加したことがありますか？



問 10.ボランティアなど自発的な活動に感心がありますか？
① 非常に関心がある
② 関心がある
③ どちらかというと関心がある
④ どちらかというとない
⑤ ない

問 11.起業の社会的意義と収益性のバランスについてどのように考えていま
すか？
① 収益優先
② どちらかと言うと収益優先
③ どちらでもない
④ どちらかと言うと社会的意義を優先する
⑤ 社会的意義を優先したい

問１.貴組織の所在地はどこですか？（複数ある場合は、本社機能のある場所）
    市・町名：            
問 2.現在運営している事業の経営形態はなんですか？
① 会社（株式、有限、合同）     ④ 会社（合資、合名）
② NPO 法人             ⑤ 一般社団法人
③ その他法人            ⑥ その他 〔      〕
問 3.あなたが起業された分野はどれになりますか？（複数の分野がある場合
は、主要な分野を２つ以内でお選びください。）
①宿泊業、飲食サービス業               ⑧ 農林・水産業
②個人サービス関係（理美容、旅行業、その他サービス） ⑨ 情報通信業
③専門サービス関係（各種コンサルタント、通訳・翻訳等）⑩ 製造業
④教育、学習支援業                  ⑪ 卸売業
⑤金融業、保険業                   ⑫ 小売業
⑥運輸業、郵便業                   ⑬ 建設業
⑦医療、福祉                     ⑭ その他

問 4.スタッフの総数は何人ですか？ 


問 5.2011 年度の年間の事業規模はどのぐらいですか？
①100 万円未満   ② 100 万~500 万円未満   ③ 500 万~1,000 万円未満
④ 1,000 万~5,000 万円未満 ⑤ 5,000 万円~1 億円未満  ⑥ 1 億円以上

問 6.起業に当たって最も困難だったのはどのようなことですか？（３つ以内
でお選びください）
① 失敗した時のリスクを考えると事業開始に踏み切れなかったこと
② 予算（資金）の不足
③ 経営ノウハウや経営知識、法律知識などの不足
④ 家事育児などと仕事の両立ができない      ⑧ 担保信用力の不足
⑤ 信用や信頼が得られない            ⑨ 必要情報の不足  
⑥ 質の高い人材の不足              ⑩ 特になかった
⑦ 担保信用力の不足               ⑪ 人脈が広がらない
⑫ その他 

＜２＞貴組織についてお尋ねします。あてはまる番号を○で囲ってください。
 
○ある   ○ない         人 
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
Q1.支援者・協力者についてお聞きします。どういう組織／人に支援してもら
いましたか？段階別に主なものを２つ以内で選んで○をつけてください。特に
いない方はいないに○をつけてください。（注：例に挙げた組織の場合は組織名
を○で囲ってください）





Q2.支援内容についてお聞きします。具体的にどのような支援を受けました
か？（当てはまるものを段階別に３つまで選んで○をつけてください。）



支援内容 準備段
階
起業時
点
起業
後
起業準備、事業計画、資金調達に関する助言・指導   
法人設立の手続きなど   
事業計画に関する助言・指導   
金融機関からの資金調達に関する助言・指導   
中間支援組織からの資金調達情報           
行政からの補助金獲得に関する助言・指導   
資金援助（出資を含む）   
事務所や店舗など「場」の提供   
人材、市場、技術に関する情報の収集・提供   
各種セミナー・講習会   
交流・マッチング（起業家や支援者など同じような立
場の人との交流会など）
  
ビジネス提案   
技術・経営相談   
マネジメントに関するノウハウ   
異業種交流会やイベント   
新規顧客の発掘   
経営診断   
育児・介護の支援   
その他                      
※その他がある場合は、こちらにご記入お願いします。
 
その他のコメント：

支援者・協力者 準備
段階
起業
時点
起業後
行政の関連窓口（市町村）
 
  
行政の関連窓口（国、県）

  
男女共同参画センター

  
商工会議所

  
NPO などへの支援組織〔例：ふじのくに NPO セン
ター〕
                            
※組織名が分かればご記入ください。

  
その他の起業・産業支援施設〔例：SOHO しずおか〕
                            
※組織名が分かればご記入ください。
  
既に起業している知人   
いない   
その他がある場合は、こちらにご記入お願い
します。
                          
  
その他のコメント：

＜３＞起業支援についてお尋ねします。起業準備段階、起業時点、起業後の三段階に分けてお聞きします。あてはまる番号を○で囲ってください。

 
３つ以
内で○
印を  
 
３つ以
内で○
印を  
 
３つ以
内で○
印を  
 
３つ以
内で○
印を  
 
３つ以
内で○
印を  
 
３つ以
内で○
印を 
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
Q3.支援効果についてお聞きします。支援してもらったことはどのように役に
立ちましたか？（主なものを３つ以内でお選びください）


①自己資金               ④金融金庫 〔金庫名：     〕
②知人から借り入れた        ⑤その他の資金源
③銀行 〔銀行名：       〕
  
① 起業準備、事業計画に関する相談窓口やセミナー
② 起業に関する知識・ノウハウの提供
③ 人材育成・起業家教育支援
④ 組織設立など手続き支援
⑤ 経営・技術・法務などの専門的支援
⑥ 資金調達支援
⑦ 成功した起業家による助言や指導
⑧ ヒト、モノ、カネに関する情報提供
⑨ スキールアップや講習会の機会提供
⑩ 同じような立場の人との交流支援（交流の場の提供、交流相手などの情報提供）
⑪ 家庭と仕事の両立を可能にするサービス・施設の充実
⑫ その他



＊自由記入欄



※なお、お答えした内容以外も、何件かこちらから再度インタビューをお願いする
場合がありますので、その時はご協力お願いいたします。
 
＊質問は以上となります。ご協力に心から感謝申し上げます。
 
  支援効果  準備
段階
起業
時点
起業
後
マネジメント能力が向上した   
知識・ノウハウを身につけ、継続的営業できる
よ う に な っ た
  
人材の募集・採用がしやすくなった   
質の高い人材確保できた   
広範な人脈・ネットワークづくりに役に立った   
精神的負担が軽減された   
経済的負担が軽減された   
製品やサービスの開発に役立った   
販路を拡大できた   
社会的信用が高くなった   
その他                      
※その他がある場合は、こちらにご記入お願いします。
 
その他のコメント：

＜５＞今後、どのようなサポートがあると良いと思いますか？（３つま
でお選びください）


 







＜４＞起業資金についてお聞きします。資金をどこから調達しましたか？（最
も主要なものを一つお選びください。） 
 
静岡文化芸術大学大学院 
文化政策研究科 
巴克 佐日古麗 Zuoriguli BAKE 
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開業白書』第２部第２章，中小企業リサーチセンタ ー
! 財団法人企業共済協会調査研究事業（2009）『コミュニティビ
ジネスの現状と展望』（財）企業共済協会
! 静岡県経済白書（2011）『静岡県経済白書2011・2012「新たな
成長軸の模索」』 財団法人静岡経済研究所
! 地域中小企業活性化政策委託事業（2009）『コミュニティビジ
ネス中間支援組織機関のビジネスモデルに関する調査』 関
東経済産業局
! 内閣府（2008）『平成19年度市民活動団体基本調査報告書』
! 内閣府委託調査（2002）『中間支援組織の現状と課題に関する
調査報告書』 株式会社第一総合研究所

＜主要参考ウェブサイト＞ 最終閲覧日は2012年12月26日
! 内閣府 NPOポータルサイト「全国のNPO法人検索」            
https://www.npo-homepage.go.jp/portalsite.html
! 日本NPOセンタ ー http://www.jnpoc.ne.jp/
! 日本NPOセンタ ー 「NPO支援センター一覧」
http://www.jnpoc.ne.jp/?page_id=757
! 経済産業省 「統計」 http://www.meti.go.jp/statistics/
! 厚生労働省 「各種統計調査」
http://www.mhlw.go.jp/toukei_hakusho/toukei/index.html
! 総務省 「統計情報」
http://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/toukei/index.html
! 中小企業庁「白書・統計情報」
http://www.chusho.meti.go.jp/koukai/chousa/index.html
! 静岡県庁 http://www.pref.shizuoka.jp/
! 静岡県県民部 ふじのくにNPO
http://www.npo-fujinokuni.jp/database/

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
